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「平成２２年度地域ＩＣＴ利活用広域連携事業」 イメージ詳細図

実施団体名 運営主体（予定） 利活用分野 主なシステム

木曽広域連合（木曽町・上松町・
南木曽町・木祖村・王滝村・大桑村）

木曽広域連合（木曽町・上松町・
南木曽町・木祖村・王滝村・大桑村）

防災・福祉 地域・防災情報配信システム・地域コミュニティ放送シス
テム・一斉メール配信システム

事業概要 期待される効果

木曽広域連合

人材育成
ＩＴサポート講習会
・情報センタ職員
・地元電気店の育成
・コンテンツ製作会社

人材招へい
・有識者
・ＩＴベンダー
・通信事業者

講師

既設 木曽広域ケーブルテレビインフラを活用
［ 自主放送デジタル・データ放送整備 ］

データ放送コンテンツ
映像コンテンツ

地域・防災情報配信システム

デジタルテレビのデータ放送および双方向性等を活用し、防災情報発信や地域情報配
信手段の拡充を行い、子供から高齢者まで誰もがＩＣＴが利用できる安心安全な地域づく
りを目指す。

・木曽地域の世代間デジタルデバイドの解消。
・災害に対する地域住民の不安の解消と地域防災意識の啓発。
・地域商店情報やイベント情報の活発な情報交換による地域内交流の活性化

通行止め情報や土砂災害情報
の複数メディア展開

国道通行止め情報
場所：R19木祖村薮原
日時：2月10日 21:30頃
大型車と普通車の衝突
により、全面通行止
復旧の目処は立っており
ません

テレビ
ネット
メール

事故情報等を地図付きで
各メディアに配信

わかりやすい危険情報
配信手段の確保

クマ目撃情報
場所：上松町倉本
日時：2月8日 14:00頃
付近で外出される際は、
念のためにラジオ・・・

テレビ

ネット

メール

危機情報を地図情報付きで
各メディアに配信

地域医療情報や子育て情報な
どをＧＩＳ連携データベース化

木曽福島駅付近の
休日当番医
- 県立木曽病院

より魅力的な地域情報の発信と
地域企業活性化支援

自主放送デジタル化
データ放送による地域・商店情報配信能力強化

商店特売情報の
データ放送送信

地域ICT利活用モデル事業
コミュニティ放送配信システム

サ
ポ
｜
ト

地
元
購
買
に
よ
る
経
済
活
性

専門技術による
コンテンツ制作

防災・防犯
ポータルシステム
地域医療
ポータルサイト

国道通行止めや熊などの警戒情報
を地図情報に展開し、視覚的に分か
りやすい形式で、テレビ・インター
ネット・メールに配信
より幅広い住民へ安心・安全を提供

木曽広域ケーブルテレビ自主放送を利用する
データ放送での情報入手

デジタルテレビのリモコンでいつでも簡単
に防災・福祉情報等や役場からの行政
情報・イベント・生活情報を入手でき、
地域内交流促進・安心・安全を提供する。

パソコン・携帯電話による情報入手

パソコンからの利活用が可能な住民を対象に、
Webブラウザ・携帯電話向けの情報提供ページ
を拡充し、検索・抽出機能を生かした、
的確な情報入手手段を提供する。

音声読み上げ
システム

防災・防犯ポータルシステムや地域コミュニティ
放送配信システムに入力される文字情報を自動
的に読み上げ、既事業で設置されている音声告
知端末に音声情報を送出
視覚に障害のある住民へ情報入手手段を提供

データ放送
連携システム

防災・防犯ポータルシステム等でまとめら
れた情報をデジタルテレビのデータ放送と
して送出するためのシステム
地上デジタル放送対応のテレビでインタラ
クティブに欲しい情報の入手が可能になる。



ICTを活用したバリアフリーマーケティングシステム構築事業・イメージ詳細図 特定非営利活動法人あおぞら

■ワークシェアリングシステム

福祉事業所の作業状況やスケジュール等を管理する。

⇒各事業所の作業状況を迅速かつ的確に把握できる
ため、最適な仕事分散が可能となり、施設単体では受
注困難な大口案件も引き受けることが可能となる。

■授産活動支援システム

広く世間に福祉事業所の授産活動等に関する情報を
公開するインターネットポータルサイトを提供する。
⇒豊富な情報を公開することにより、福祉事業所の営
業的PR活動を促進することが可能となる。

■WebTV会議システム

インターネット経由のWebTV会議の開催を実施する。
⇒会議実施に伴うコストの削減や電話では困難な複
数人参加の同時開催が場所や時間の制約なく、可能
となり、会議の効率化・品質アップが図れる。

長岡市
福祉事業所

福祉事業所

新潟市

福祉事業所

上越市

福祉事業所間における情報交換

情
報
交
換

データセンター ワークシェアリングシステム

データベース

WebTV会議システム

授産活動支援システム

A社
【仕事発注】
・封入作業
・農作業
・製造業
・清掃作業
等

発注

DB

作業従事者

市民

施設一覧

--------
----
-------------
---------
---
------------
--------

授産活動の紹介

授産品A 授産品B 授産品C

福祉作業所A

作業所名 ： ～～～
住所 ： ～～～

過去の実績 ：
………

情報発信
授産製品販売等

営業
PR活動

ワークシェア

ワークシェア

WebTV会議システム
ワークシェアリングに伴う福祉事業所
間のコミュニケーションを時間的・地
理的制約にとらわれず効率的、かつ
効果的に支援します。授産活動支援システム

施設や過去の作業実績の紹介、授産製品
の紹介や販売、セミナー・公演等、写真や動
画等を効果的に利用した情報発信を行い、
福祉事業所の活動をバックアップします。

ワークシェアリングシステム
複数の福祉事業所について個々の施設や作業従事者、作業内容、作
業スケジュール等、請け負った仕事を効率良く分散するために必要と
なる各種情報を登録管理し、仕事効率の迅速化を支援します。

作業スケジュール管理

地域間に跨った
連携の強化

授産製品

実施団体名 運営主体（予定） 利活用分野 主なシステム機器等

特定非営利活動法人あおぞら 特定非営利活動法人あおぞら 福祉
ワークシェアリングシステムを核としたサーバシステム、
携帯電話、PC、USBカメラ、デジタルカメラ等

事業概要 期待される効果

本事業では、障がい者の安定収入を確保するための就労支援を行う目的で、ワークシェア
リングやWebTV会議、授産活動支援の各システムを利活用して複数の福祉事業所間にお

ける受託作業連携のための広域ネットワークを構築し、施設や過去の作業実績、授産製品
のPR等の営業促進活動を同時に行うことで、安定的に仕事を確保できる仕組みづくりを推
進する。

小規模な施設単体では困難な大口受注も可能となり、施設規模によらず、仕事の安
定性、継続性が向上する。また、施設間の連帯責任も生じるため、施設職員の意識
向上も期待できる。加えて障がい者の労働力を効率的に企業へ繋げられるため地域
活性化が期待でき、同時に企業にとっても企業活動のPR（CSR向上）となる。

福祉事業所発の
情報発信



多数の住民の参加・継続を可能とするライフスタイル型健康づくりプロジェクト・イメージ詳細図

実施団体名 運営主体（予定） 利活用分野 主なシステム機器等

新潟市・三条市・見附市 新潟市・三条市・見附市 医療 ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌｫﾄﾌﾚｰﾑ型家庭端末、専用KIOSK端末、通信機能搭載型ｾﾝｼﾝｸﾞ機器

事業概要 期待される効果

地域の健康事業への参加が比較的困難であった就労層及び寝たきりリスクが高い独居高齢者を対象とし、前者
の健康づくり参加と継続を可能とするために生活パターン毎の個別支援できるライフスタイル型・エンジンの開発、
及び遠隔家族が独居高齢者の生活活動をモニターすることにより閉じこもりを予防するシステム開発を行う

・就労層および独居高齢者の取り込みによる参加者数の拡大
・教室型プログラムと同様の成果（実施率、継続率）
・自治体財政における医療費適正化

新潟市・三条市・見附市

三条市・見附市⇒ 元気高齢者層へのリーチ、若返り及び医療費抑制効果の達成

〔3市における共通の課題〕

１．自治体全体の健康度向上・財政インパクトに寄与する健康づくり事業の参加者数が得られていない。
２．独居高齢者は、精神的健康度の低下に伴い、全体の健康度も低くなることが明らかとなっている。その対策は全国的

な課題だが、この層の健康づくり教室への参加を促す効果的な手立ては開発されていない。

３．時間的制約度が高い教室型事業は、就労層へのアプローチが困難であること、会場確保というインフラの課題がある
こと、これにより1自治体あたり数千名規模の事業展開が制限される。

新潟市・81万人（政令指定都市）

見附市・4万人都市

三条市・10万人都市

※大中小都市連携（県内人口の約40％）

+

既に連携関係にある三条・見附市に県都の新潟市
が加わることにより、事業規模、データベース、他の
県内市町村への影響力が強くなることが期待される

ICTの利活用により、ライフスタイルを変容でき、継続も可能とする健康づくりシステムの開発開発する社会技術

の

見附市：独居高齢者20名及び
その家族20世帯による実証

閉じこもり予防を目的とした
独居高齢者支援システムの運用

新潟市350名・三条市100名・見附市100名による実証

ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ型（非教室型）ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑからの脱落防止

地域健康づくりサステナブルモデルの実証

ライフスタイル型
エンジン

健康クラウド
（既設）

リビング端末として
家族で情報共有可能

3年後の到達目標
・運動習慣者数の増加による生活習慣病者数の減少
・一人当たりの医療費抑制効果
・独居高齢者の健康づくり教室への参加率向上

最終到達点
・財政的インパクトにつながる医療費抑制効果を得るために、40歳以上人口の10％超の参加
・広域連携による健康づくり施策のパッケージ化（ビジネスモデルを含む）による県内全域への
成果普及

独居高齢者支援システムの開発

時間的束縛がなく、個人が中心となるﾗｲﾌｽﾀｲﾙ型は、教室型に比べ就労
層のﾆｰｽﾞにより合致するが、就労層の生活ﾊﾟﾀｰﾝは多様であるため、対
象特性により類型化し、そのﾊﾟﾀｰﾝに応じた個別運動・食事ﾒﾆｭｰｴﾝｼﾞﾝを
開発する。さらに、継続を可能とするための参加者の自己効力感を高める
支援ｴﾝｼﾞﾝも同時開発する

健康ｸﾗｳﾄﾞ（既設）ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ型・ｴﾝｼﾞﾝの開発 ＋人材育成

３市連携による
・カリキュラム開発
・指導者評価指標策定
・実地研修（OJT）の実施

指導者の高度化
が必要

クオリティ向上が
成果・継続率UP

に寄与

教室型での指導と異
なるｽｷﾙが求められる

社会参加、近所との
付き合いが希薄化

独居高齢者 独居高齢者用見守りセンサー
歩数、活動量、動作を感知し、単
に安否ではなく、生活活動状況を
遠隔家族が確認し、閉じこもり防
止のための生活活動支援を行う。

医科学データベース（既存）

個別運動・栄養プログラム（既存）

ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ型は
コミュニティ形成が弱い

就労層のﾗｲﾌｽﾀｲﾙ
に合ったﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑがない

生活パターンデータベース

※対象者を類型化し、類型パターン
に対応したアルゴリズムの開発

※類型パターンに応じ、コミュニティ形
成を促進・支援するICTﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの開発

（実証ポイント）
・教室への参加率
・精神的健康度の
向上度

生活活動状況を確
認し、閉じこもり防止
のための支援を行う

遠隔家族

独居高齢者

（実証ポイント）

教室型と同様の成
果を目標とする
・参加率向上
・継続率向上

就労者等

健康づくり教室
参加



・イメージ詳細図

実施団体名 運営主体（予定） 利活用分野 主なシステム機器等

NPO法人 雪の都GO雪共和国 NPO法人 雪の都GO雪共和国 防災 全国CFM防災ポータルに関するサーバ、ネットワーク機器等

事業概要 期待される効果

全国239箇所に散らばるコミュニティFM局を、ポータルシステムを介することで連携させ、大
規模災害時に被災者が切に求める避難場所や備蓄食料に関する情報を、被災者に提供
できるようにします。また、大学が中心となって、被災経験をもつ新潟や神戸のノウハウを
分析し、それを全国のFM局員やボランティア等に対して教育することで、災害時に真に活
躍できる組織を構築します。

これまで、コミュニティFM局が保有する情報は可聴地域内での共有に限定されてい
ましたが、ポータルシステムを通じて各FM局がもつ情報を共有させることで、被災地
域にあるコミュニティFM局は、被災者に対して隣接する地域が有する避難場所や備
蓄食料に関する情報を提供できるようになり、逆に、隣接する地域のコミュニティFM
局は、被災地域の状況を可聴エリアの住民に伝えることで、効果的な支援活動を呼
びかけることが可能になると考えます。

雪の都GO雪共和国全国コミュニティFM局を活用した災害時情報提供事業

被災地域

現場のリアルな情報

災害発生！ コミュニティFM局

FM再放送

災害対策本部

モバイル端末
（携帯電話・PDA等）

遠隔地在住者等

○○さんの

安否が分かった！

ラジオ

受け入れてくれる

避難場所が分かった！

パソコン端末

被災地の状況が

良く理解できた

情報集約
FM局員

地域
レポーター

救援物資は
○○でもらえる！

○○道路が
通行止め！

○○小学校は
まだ空きがある！

FM局員 学生ボランティア

変換用
ルータ

全国CFM防災ポータルシステム

音声情報

画像情報

動画情報

更新履歴
・
・

IaaS/HaaS

メール
自動配信

防災無線

インターネット

市町村等、
広域に渡る
情報の収集

FM局が地元で組織している「地域レポーター」

を災害時の情報収集に活用することで、被災者
や遠隔地にいる家族が真に必要とする情報を
収集します。

Point１

収集した情報を、各地域のFM局員等が全国
CFM防災ポータルにアップロードします。

Point2

防災無線の情報についても、この仕組

みの中で、一元的に共有できるように
することを目指します。

Point3

遠隔地にいる人が、災害地域にい

る家族等の安否確認のヒントになる
情報を見れるようにします。（事前登
録によりメール配信も可能）

Point4

被災地域の人が、近隣にある避

難場所や備蓄食料に関する情報
を、受け取れるようにします。

Point5

○○川が
氾濫！

■全国CFM防災ポータルシステム
全国239箇所のコミュニティFM局をポータルを介して連携し、
FM局員等が提供するきめ細かな地域情報を、GISシステム上で
一元的に管理し、全国に共有するシステム


	スライド番号 1
	
	K041601木曽広域連合23詳細図
	スライド番号 1

	K041704NPOあおぞら23詳細図
	スライド番号 1

	K041706新潟市23詳細図
	スライド番号 1

	K041708GO雪23詳細図
	スライド番号 1


	別添２表
	スライド番号 1


